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（２）ＯＤ表の分割 

現況及び将来のＯＤ表は以下のものを基本に、分割・集約を行っている。 

 

○ 平成 17年道路交通センサスＯＤ表 

○ 平成 17年センサスベース平成 42年ＯＤ表 

 

分割したゾーンの発生・集中交通量を算定するための指標として、以下のデータを使用して

いる 

ア）分割ゾーンの常住人口 

 平成 17年国勢調査に基づく町丁字別の最新常住人口を収集し、人口指標とした。 

イ）分割ゾーンの従業人口 

平成 18年事業所・企業統計調査から分割に必要な市町村の従業人口を収集し、人口指標と

した。 

これらの人口データを人口指標から発生・集中量を推計するモデル（後述）に適用してゾー

ン別４車種別発生・集中交通量を推計し、この比率をゾーン分割比とする。 

 

（３）人口指標を用いた車種別発生・集中交通量モデル 

本調査における発生・集中交通量の推定では、国土交通省推計によるＢゾーン発生・集中交

通量を固定し、地域ゾーンに按分する方法をとる。この際、分割する指標を得るためのモデル

として、現況のデータから回帰分析により作成された以下の線形モデルを採用する。 

具体的には、対象地域について調査した各ゾーンの常住人口及び従業人口を用いて、下記の

発生集中モデルで各ゾーンの車種別発生集中交通量を算定する。 

 

＜発生・集中交通量モデル＞ 

                21 xbxay   

             ここで 

                y：あるゾーンの発生集中交通量（車種別） 

                1x ：ゾーンの常住人口 

                2x ：ゾーンの従業人口 

                a：常住人口の回帰係数（車種別） 

                b：従業人口の回帰係数（車種別） 

 

回帰のパラメータは地域別（２次生活圏）、車種別（乗用車、バス、小型貨物車、普通貨物

車の４車種）に推計されており、この結果は表 ２-3に示す通りである。 
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表 ２-3 ２次生活圏別車種別発生集中量推定式パラメータ（単位：トリップエンド/日･人） 

説明変数 

乗用車 バス 小型貨物 普通貨物 生活圏名 
常住 
人口 

従業 
人口 

常住 
人口 

従業 
人口 

常住 
人口 

従業 
人口 

常住 
人口 

従業 
人口 

福井県 

福井・坂井 1.6732 1.4223 0.0245 － 0.3699 1.0764 0.0350 0.4278 

奥越 1.7061 1.5580 0.0219 － 0.7236 1.4741 0.0330 0.7530 

南越 1.6375 1.3491 0.0110 － 0.3944 1.1735 0.0362 0.4200 

敦賀 1.7329 1.6417 0.0417 － 0.4283 1.1423 0.0212 0.4329 

小浜 1.5506 1.3248 0.0399 － 0.5091 1.0852 0.0240 0.3622 

滋賀県 

湖南 1.2313 1.0667 0.0282 － 0.1930 0.6716 0.0202 0.2810 

湖西 1.3918 1.1197 0.0247 － 0.5967 1.1373 0.0118 0.5005 

中部 1.4361 1.2560 0.0131 － 0.3202 1.1237 0.0259 0.3587 

東北部 1.5255 1.2830 0.0125 － 0.3414 0.9310 0.0310 0.4513 

京都府 

京都市 0.6823 1.2319 0.0287 － 0.0904 0.5585 0.0114 0.1914 

中部 1.3107 1.6497 0.0296 － 0.6125 1.6561 0.0423 0.2412 

宮津 1.3417 1.0195 0.0258 － 0.4456 0.9311 0.0161 0.2432 

福知山・舞鶴 1.4749 1.5845 0.0163 － 0.4000 1.0520 0.0282 0.3641 

南丹 1.3061 1.2674 0.0223 － 0.2865 0.8995 0.0236 0.3169 

京都南部 0.7958 1.0372 0.0194 － 0.1027 0.6015 0.0152 0.3331 

相楽 0.9392 1.1011 0.0309 － 0.2006 1.0074 0.0112 0.2472 

大阪府 

大阪市 0.3162 0.5719 0.0152 － 0.0458 0.3470 0.0090 0.1377 

三島 0.6081 0.8348 0.0205 － 0.0618 0.4887 0.0091 0.2846 

豊能 0.7004 0.9599 0.0243 － 0.0837 0.5400 0.0104 0.2178 

北河内 0.5460 0.7020 0.0186 － 0.0867 0.4934 0.0085 0.2494 

南河内 0.5548 0.6832 0.0094 － 0.0919 0.6210 0.0131 0.2888 

泉北 0.7786 0.8499 0.0243 － 0.1177 0.6250 0.0118 0.3051 

泉南 0.7487 0.7107 0.0176 － 0.1341 0.5453 0.0089 0.2627 

兵庫県 

神戸市 0.6868 0.9108 0.0283 － 0.0635 0.3963 0.0122 0.2078 

北但 1.3050 1.1976 0.0191 － 0.4550 1.1482 0.0151 0.3939 

南但 1.6129 1.3179 0.0169 － 0.5257 1.2614 0.0244 0.5193 

丹波 1.4770 1.4489 0.0156 － 0.5564 1.3708 0.0317 0.4283 

播磨中央 1.3628 1.0510 0.0169 － 0.2287 0.6841 0.0170 0.2506 
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東幡 1.1246 1.0009 0.0153 － 0.1839 0.7315 0.0146 0.2592 

西幡 1.4123 0.9190 0.0231 － 0.3388 0.6792 0.0257 0.1989 

宍栗 1.7759 1.2258 0.0103 － 0.4964 0.9058 0.0457 0.3065 

淡路 1.3915 0.9858 0.0295 － 0.6201 1.3877 0.0185 0.3670 

阪神臨海 0.5156 0.8471 0.0185 － 0.0456 0.4659 0.0090 0.2362 

阪神内陸 0.8497 0.9313 0.0273 － 0.0774 0.6611 0.0160 0.2435 

奈良県 

吉野西部 1.1344 1.2175 0.0388 － 0.3305 1.1827 0.0228 0.3883 

吉野東部 1.1880 1.0321 0.0305 － 0.3279 0.9839 0.0171 0.3857 

大和平野 0.8774 1.0920 0.0354 － 0.1156 0.6989 0.0112 0.2510 

大和高原北部 1.2920 1.0466 0.0136 － 0.4711 0.9322 0.0361 0.4794 

大和高原南部 1.1244 0.9869 0.0369 － 0.3473 0.9953 0.0502 0.3465 

和歌山県 

和歌山 1.0917 1.0736 0.0129 － 0.2752 0.8617 0.0155 0.2862 

橋本 1.2192 1.0947 0.0323 － 0.5708 1.6526 0.0248 0.4661 

有田 0.9052 0.9075 0.0106 － 0.5729 1.5153 0.0191 0.2956 

御坊 1.0199 0.9447 0.0130 － 0.6110 1.4627 0.0241 0.2501 

田辺 1.1325 0.7697 0.0282 － 0.6206 1.3076 0.0227 0.2900 

新宮 1.1586 0.8350 0.0394 － 0.4211 0.8005 0.0175 0.2380 
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（４）ＯＤ表のブレークダウン 

ＯＤ表の分割に当たっては、国土交通省推計のＯＤ表及びＨ17 道路交通センサスＯＤ表を

トータルコントロールとして、分割ゾーンの比率を用いてブレークダウンをする。 

簡便法によるブレークダウンの方法を以下に示す。 

 

＜簡便法によるＯＤ表ブレークダウンの概況＞ 

I ゾーン                        内々ＯＤ交通量 

 1i  2i  np    1i  2i  np  

1i  
11iiX  

21iiX  1p  
 

1i  368 443 0.30 

2i  
12iiX  

22iiX  2p  
 

2i  443 34 0.05 

I ゾーン 

 

np  1p  2p  1.00  np  0.30 0.05 1,288 

 

次の図に示すようにＩ、ＪをＯＤ交通量の既知なゾーンとし、i1～in、j1～jm をおのおのＩ

ゾーン、Ｊゾーンの分割ゾーンとして、ＯＤ表の分割を次のように行う。 

 

Ｊゾーン 

 1j  2j  ・・・ mj  

1i  
11 jiX  

21 jiX   
 

2i      

・ 

・ 

・ 

    

Ｉゾーン 

ni     
mn jiX  

 

・ どちらも非分割ゾーン：ブレークダウンせず。 

・ 一方が非分割ゾーン：分割比 np × mq で比例配分 

・ どちらも分割ゾーン：
mn jiX = np × mq × IJX  

 

この結果得られたゾーン別発生・集中交通量を、表 ２-4及び表 ２-5に示す。 

np ： ni の分割比 

mq ： mj の分割比 

mn jiX ：分割ゾーンのＯＤ交通量 

IJX ：もとゾーンのＯＤ交通量 
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表 ２-4 ゾーン別発生集中交通量（H17） 

 
 



 35 

 

 

 



 36 

 

 

 



 37 

 
 

 



 38 

 

 

 



 39 

 

 

 



 40 

 

 

 



 41 

 

 

 



 42 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



 43 

 
 

 

 



 44 

表 ２-5 ゾーン別発生集中交通量（H42） 
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（５）ネットワーク条件 

ア）H17 年現況再現の対象道路 

現況再現配分における配分対象ネットワークは、平成１７年度道路交通センサス一般交通量

調査の調査対象路線を基本とする（調査区間番号50000番台の通行不能区間は対象外とする）。 

その他センサス一般交通量調査の調査対象外道路についても、検討路線に影響を及ぼすと思

われる主要な一般道については対象とする。 

 

ア）H42 年将来交通量推計の対象道路 

高規格幹線道路、地域高規格道路については、近畿地方整備局管内の事業のうち、平成 42

年までの供用を想定する事業中、および計画中の事業を対象とする。 

その他一般道路については、近畿地方整備局管内の府県および政令市を対象としたヒアリン

グ調査によって挙げられた路線を対象とする。 

自動車専用道路のネットワークは、以下の通り設定する。 

 

表 ２-6 自動車専用道路 設定条件 

路線名 将来道路の設定 

新名神高速道路 ４車有料（対距離） 

名神高速道路 
４車有料（対距離） 

大山崎以西は８車線 

舞鶴若狭自動車道 
４車有料（対距離） 

舞鶴西以東は２車 

京滋バイパス ４車有料（現行料金） 

第二京阪道路 ６車有料（現行料金） 

京奈北道路 なし 

京奈道路 ２車有料（現行料金） 

京都第二外環状道路 ４車有料（３５０円） 

京都丹波道路 ４車有料（現行料金） 

丹波綾部道路 ２車有料（対距離） 

綾部宮津道路 ２車有料（現行料金） 

宮津野田川道路 ２車無料 

野田川大宮道路 ２車無料 

大宮～網野：２車無料 
鳥取豊岡宮津自動車道 

網野～兵庫県境：なし 
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町道 235号のネットワークについては、下記の通り設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-14 町道２３５号 配分ネットワーク条件 
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また、有料道路における通行料金は、普通車の料金を与え、車種による違いは転換率式によ

って考慮している。有料道路の料金設定は以下の通りである（京都府下の主要路線のみ記載）。 

 

表 ２-7 料金設定（単位：円） 

道路名 区間・条件 料金 備考 

対距離（地方部） 25.8/km 消費税込み 

対距離（都市部） 31.0/km 消費税込み 

ＮＥＸＣＯなど 

対距離初乗り 158 消費税込み 

阪神高速 京都圏 450  

京滋バイパス、京都第二外環状道路 37.7/km  

対距離 40.1/km  第二京阪道路 

対距離初乗り 150  

対距離（地方部） 30.0/km  

対距離（都市部） 36.0/km  

京都縦貫自動車道 

京奈道路 

対距離初乗り 158  

 

各路線の自由流速度は、指定最高速度と DID率及び交差点密度から設定した値を基本とし、

路線の性格や特性に応じて適宜変更している。 
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２－３ 配分対象ＯＤ表の作成 

本調査では、前述の方法のように基本ＯＤ表を集約・分割することによって、配分対象ＯＤ

表と呼ばれる配分作業に即した形のＯＤ表を作成する。 

この作業の具体的な流れは、下図に示す通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-15 ＯＤ表の作成フロー 

 

表 ２-8 一般的なＯＤ表の形式（数値はダミー） 

車種別交通量（トリップ） 出発地 

ゾーン 

番号 

目的地 

ゾーン 

番号 

出発地 

ノード 

目的地 

ノード 乗 用 車 バ  ス 
小型 

貨物 車 

普通 

貨物 車 

4 4 11123 11123 46,780 713 36,325 34,721 

4 2 11123 11181 90 2 36 1 

4 1 11123 12080 310 9 163 431 

4 3 11123 12185 1,772 60 974 1,271 

4 4 11123 21078 133 6 0 1 

4 2 11123 21127 0 0 0 101 

4 5 11123 21160 0 0 18 1 

4 6 11123 21164 95 21 37 1 

4 1 11123 21190 35 0 0 1 

4 7 11123 21261 65 0 0 1 

4 2 11123 21306 32 0 0 1 

4 2 11123 21309 0 0 23 1 

4 1 11123 21313 70 0 0 1 

 

 

基本ＯＤ表（ダブル三角表） 

基本ＯＤ表の分割・集約 

パターンＯＤ表（ダブル三角表） 

交通量を出発地・目的地ノード番号別、車種別に整理 

配分対象ＯＤ表（四角表）作成 
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２－４ 交通量配分の方法 

（１）分割回数と分割比率 

本業務では、以下の比率での５分割実用配分を採用する。 

分割比率は、均等（0.2、0.2、0.2、0.2、0.2）とする。 

 

（２）交通量配分の流れ 

以下のフローチャートに沿って、交通量配分を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-16 転換率式を用いた分割実用配分の計算フロー 

 

配分 OD 表 

所定数に分割 
（今回は 5 分割） 

N = N＋1 

各リンクの走行時間の更新 

最短経路探索 
（平面のみ、高速利用） 

経路の 
走行時間と通行料金を計算 経路の走行時間を計算 

転換率を計算 

経路交通量を計算 
（平面のみ、高速利用） 

N ＝ 分割回数 

各リンクの交通量 

各リンクの走行時間 

N = ０ 
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（３）Q-V条件 

ＱＶ式の概形と可能交通容量、自由流速度の設定については、以下の通り設定して実施し

た。 

1）Q-V式の概形 

本業務では、QV式を BPR関数で表現することとする。 

これはＢＰＲ関数が、Q（道路容量）と V（速度）の関係に明確な根拠を持ちながら、交通

特性を踏まえた速度設定が可能であるためである。 

また、既存の台形式型の QV式で発生していた、可能交通容量に達する渋滞域で不自然な速

度低下の表現を、BPR関数では見直すことができることも、BPR関数を適用する理由の一つ

である。 

ＢＰＲ関数のパラメータについては、Ｈ１７センサス調査結果より算出している。 

 

 

 

 

 

 

 

 図 BPR関数の概形 図 既存の台形式 
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2）可能交通容量の設定 

センサス対応区間の容量は、センサス日容量とする。 

センサス未対応区間の容量は、センサス日容量平均値とする。 

 

3）自由流速度の設定 

既存の道路ついては、規制最高速度を基本として、道路状況に合わせて適宜調整し、自

由流速度としている。 

将来道路については、設計速度を基本として周辺道路や事業の沿道条件等を考慮して設

定している。 

 

 

 t0 

Q 

t0 

：パラメータ　

：リンク交通容量　

：リンク交通量　

：自由流旅行時間　

：リンク所要時間

　

　

　

 ,

)(

0

a

a

a

aa

c

x

t

xt

 
高速道路：α=0.22 β=2.40 

一般道路：α=0.50 β=1.40 
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（４）有料道路と一般道路の分担 

高速道路を利用する割合（転換率）は、全ての有料道路に対して、以下の式を用いるものと

する。 







T

S
X

P













1

1
 

P ：転換率 

X ：高速道路利用ルートの一般道路利用ルートに対する料金／時間差（円／分） 

T ：高速道路と一般道路との時間差（分） 

S ：シフト率（平成 17年を基準とした GDPの伸率を適用） 

α、β、γ：パラメータ 

 

表 ２-9 シフト率 

H17（2005） 1.000 

H42（2030） 1.570 

 

表 ２-10 地域区分 

地域区分 都道府県 

北海道 北海道 

東北 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島 

首都圏 埼玉、千葉、東京、神奈川 

その他関東 群馬、栃木、茨城 

中部圏 愛知、三重 

その他中部・北陸 新潟、富山、石川、福井、山梨、長野、岐阜、静岡、滋賀 

近畿圏 京都、大阪、兵庫 

その他近畿 奈良、和歌山 

中国 鳥取、島根、岡山、広島、山口 

四国 徳島、香川、愛媛、高知 

九州 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島 

沖縄 沖縄 
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表 ２-11 １６ＯＤの地域区分 

 北
海
道 

東
北 

首
都
圏 

そ
の
他
関
東 

中
部
圏 

中
部
北
陸 

近
畿
圏 

そ
の
他
近
畿 

中
国 

四
国 

九
州 

沖
縄 

北海道 1            

東北  2 13 東北関連 

首都圏   3  

その他関東    4 16 大都市関連 

中部圏     5  

中部・北陸      6  

近畿圏       7  

その他近畿        8 

14 

中国 

関連 

中国         9 

15 

四国 

九州 

沖縄 

四国          10  

九州           11  

沖縄            12 

表 ２-12 転換率式パラメータ 

乗用車 小型貨物 普通貨物  

α β γ α β γ α β γ 

1.北海道内々 7.669 0.722 1.269 12.901 0.558 1.142 5.558 0.575 0.829 

2.東北内々 7.669 0.797 1.269 12.901 0.646 1.142 5.558 0.572 0.829 

3.首都圏内々 7.669 0.535 1.269 12.901 0.360 1.142 5.558 0.382 0.829 

4.その他関東内々 7.669 0.803 1.269 12.901 0.674 1.142 5.558 0.588 0.829 

5.中部圏内々 7.669 0.531 1.269 12.901 0.369 1.142 5.558 0.410 0.829 

6.中部・北陸内々 7.669 0.732 1.269 12.901 0.546 1.142 5.558 0.524 0.829 

7.近畿圏内々 7.669 0.522 1.269 12.901 0.350 1.142 5.558 0.349 0.829 

8.その他近畿内々 7.669 0.564 1.269 12.901 0.490 1.142 5.558 0.475 0.829 

9.中国内々 7.669 0.709 1.269 12.901 0.631 1.142 5.558 0.475 0.829 

10.四国内々 7.669 0.686 1.269 12.901 0.561 1.142 5.558 0.642 0.829 

11.九州内々 7.669 0.799 1.269 12.901 0.764 1.142 5.558 0.480 0.829 

12.沖縄内々 7.669 0.729 1.269 12.901 0.693 1.142 5.558 0.739 0.829 

13.東北関連 7.669 0.467 1.269 12.901 0.320 1.142 5.558 0.338 0.829 

14.中国関連 7.669 0.450 1.269 12.901 0.177 1.142 5.558 0.305 0.829 

15.四国・九州関連 7.669 0.650 1.269 12.901 0.593 1.142 5.558 0.382 0.829 

16.大都市周辺 7.669 0.441 1.269 12.901 0.228 1.142 5.558 0.320 0.829 
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（５）リンクコスト関数 

各リンクの交通量と走行時間の関係を表す関数（リンクコスト関数）として、BPR 関数を

用いる。 

 

 


























a

a
aaa C

x
txt 0.10

 

 

ta：リンク aの走行時間（分） 

xa：リンク aの交通量（pcu/日） 

ta0：リンク aの自由走行時間（分） 

Ca：リンク aの交通容量（pcu/日） 

α、β：パラメータ（以下の値） 

高速道路：α=0.22、β=2.40 

一般道路：α=0.50、β=1.40 

※ＢＰＲ関数のパラメータ（α・β）は、高速道路（都市高速道路、一般自専道を含む）と一般

道路の 2パターン設定し、平成 17 年センサスの一般交通量調査結果を用いて推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-17 ＢＰＲ関数の概形 

 

 

 

交通量 x 
交通容量 Ca 

自由走行時間 ta
0 

走行時間 t 



 63 

 

ＢＰＲ関数内で用いる交通容量については、車線数、道路種級、沿道状況別に下記の値を基

本とし、路線の性格や特性に応じて、適宜設定している。 

 

表 ２-13 道路種別による代表的な交通容量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

車線数 種 級 沿道状況
交通容量
(pcu/日）

23,900

18,200

平地 23,900

山地 22,200

平地 23,900

山地 22,200

第4級 山地 22,200

第1級 都市部 24,500

24,500

20,400

第1級 平地 11,400

平地 11,100

山地 10,200

10,500

10,600

9,600

6,700

第4級 山地 9,000

第1級 9,000

第2級 8,500

第3級 8,500

24,500

24,300

24,500

24,300

19,800

18,900

19,100

15,300

17,900

14,400

13,800

13,500

16,800

13,400

12,900

12,600

16,700

15,400

15,700

14,400

15,700

14,400

平地 1,300

山地 1,200

第4種 第4級 都市部 1,700

容量なし

第1級

第2級

第3級

第1種

第2種

第3種

第2級

第3級

第2級

第4種

第1種

第2級

第3級

第3種

第2級

第3級

第4級

第5級

第4種

第1級

第2級

第3級

IC、ランプ等

1車線道路

2車線道路

多車線道路

平地

平地

山地

都市部

平地

第3種

都市部

平地

山地

平地

平地

都市部

山地

平地

山地
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（６）料金係数 

以下の料金係数を転換率計算の際の「料金」に係数として乗じる。 

料金係数＝時間帯割引後料金（円）／割引前料金（円）  

 

表 ２-14 料金係数 

会社区分 
乗用車 

小型貨物車 
普通貨物車 全車 

東日本管内 高速道路 90.5% 82.8% 88.0% 

中日本管内 高速道路 88.4% 80.1% 84.8% 

西日本管内 高速道路 89.8% 81.3% 86.9% 

全国 高速道路 89.6% 81.2% 86.5% 
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２－５ 推定ケースの設定 

町道 235号線の整備時・未整備時の将来ネットワークを設定した。 

 

２－６ 平成 42年将来交通量推計結果 

町道 235号線整備時の将来交通量の推計結果を以下に示す。 

町道 235号線の将来交通量は、8百台／日であった。 

 

 

図 ２-18 町道 235 号線 整備時の交通量推計結果 
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町道 235号線未整備時の将来交通量の推計結果を以下に示す。 

 

 

図 ２-19 町道 235 号線 未整備時の交通量推計結果 
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町道 235号線の整備ケースと未整備ケースの将来交通量の推計結果の差を以下に示す。 

町道 235 号線が整備されたことで、富田胡麻停車乗線・日吉京丹波線の交通量が減少して

いることが見て取れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-20 町道２３５号線 整備時と未整備時の将来交通量の差 
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黒線：その他道路
地形
水色：水系

紫色：鉄道
灰色：街路

日吉京丹波線 
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第３章 費用便益分析の実施 

 

第２章で実施した将来交通量推計結果を用い、町道 235号の費用便益分析を実施した。 

 

費用便益分析は，道路整備によりもたらされる社会・経済的な便益（効果）と，社会・経済

的に費やされる費用を計測することにより，道路整備効果を評価するものである。 

なお，これより示す一連の分析手順は，『費用便益分析マニュアル（平成 20年 11月 国土

交通省道路局・都市局）』に準じたものである。 

ただし，『費用便益分析マニュアル』に明確な記述が無かったり，『費用便益分析マニュアル』

に示されたものより有効と考えられる手法がある場合について，本業務独自の手法及び指標を

採用していることがあるが，このようなものについては，＜注記＞として具体的な方法を詳述

している。 

 

 

 


